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1. まえがき 

1.1 背景 
現在，モーションコントロール技術は，工作機械，産業

用ロボット，ステージ装置，マテリアルハンドリングシス

テム，エレベータ，ディスク装置，車両駆動システム，圧

延機，印刷機，フィルム成形機などの様々な産業機器・民

生機器に広く用いられている。これらの機器においては，

モーションコントロールの性能が装置自体の性能に大きく

関わっているため，次世代の高性能な装置開発において，

より高度なモーションコントロール技術の開発が重要な役

割を担っている。 
また，新しいセンサ，新しい計測技術，新しいパワーデ

バイス，新しいアクチュエータ，新しい設計技術，新しい

素材等の登場に伴い，モーションコントロール技術に対す

る新しい課題が生じ，これを解決することにより，より高

度な装置性能が達成可能となる。 
一方，モーションコントロール技術を核とした技術分野

で，現在は本格的な実用に至っていないが，将来，重要な

産業に発展すると思われる技術分野が存在する。これらの

技術分野として，たとえば，人間支援技術や医療・福祉支

援技術が挙げられる。これらの機器では，これまでの産業

機器・民生機器とは異なり，機械が人と直接接触するよう

な状況や，機械の周辺環境を単純にはモデル化できないよ

うな状況が発生するため，従来とは異なる新しいモーショ

ンコントロール技術が必要とされる。 
以上のような状況に鑑み，電気学会産業応用部門産業計

測制御技術委員会のもとに，2012 年 8 月から 2014 年 7 月ま

で「新産業基盤技術としてのモーションコントロール協同

研究委員会」を設置し，2 年間にわたり技術動向調査を行っ

た。2013 年 1 月からは新たに発足したメカトロニクス制御

技術委員会傘下の協同研究委員会として活動を行った。 
 

1.2 委員会活動報告 
本協同研究委員会では，2 年間にわたり 12 回の委員会，9

回の見学会を開催し，また，2013 年産業応用部門大会にお

いてシンポジウムを企画・開催した。それらの活動を通し

て，委員会では主に以下の項目について調査を行った。 
(1) 次世代の産業機器・民生機器におけるモーションコン

トロール技術の課題調査：産業界および学界の視点から，

次世代の高機能・高性能な産業機器・民生機器におけるモ

ーションコントロール技術の課題およびニーズ・シーズの

調査 
(2) モーションコントロール技術に影響を与える新しい

周辺関連技術の動向調査：モーションコントロール技術に

新しい課題を供する新しいセンサ，計測技術，パワーデバ

イス，アクチュエータ，設計技術，素材等の周辺関連技術

の調査 
(3) 新産業創出のためのモーションコントロール技術の

動向調査：モーションコントロール技術を核とした技術分

野で，現在は本格的な実用に至っていないが，将来，重要

な産業に発展する技術分野の動向調査 
以上の項目について，委員会では産業界および学界それ

ぞれの視点からバランスよく調査することを特に重視し，

活動を行った。 
 

1.3 本報告書の構成 
2 章では，次世代の産業機器・民生機器におけるモーショ

ンコントロール技術について報告している。制御性能の高

性能化とともに，パラメータ調整機構の自動化や簡易化が

大きな話題の一つとなっている。 
3 章では，モーションコントロールの新しい周辺関連技術

を紹介している。特に新しい制御系設計技術について報告

している。 
4 章および 5 章では，新産業創出のためのモーションコン

トロール技術について解説を行っている。特に 4 章では移

動ロボットや自律運転ロボット，電気自動車などの移動体

分野，5 章ではリハビリ支援ロボットや身体拡張ロボットな

どのロボティクス分野について紹介している。 
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